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習志野市子ども・子育て支援事業計画の中間見直しについて 

【2 期計画期間：令和 2(2020)年度～令和 6(2024)年度】 

 

１．位置付け 

 

 子ども・子育て支援法第61条第1項に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」であり、教育・保育

及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保のため、5 年を一期として、取り組むべき方策と達成

しようとする目標や実施時期を明らかにするものです。 

また、「次世代育成支援対策行動計画」の内容を引継ぐとともに、母子保健計画や「新・放課後子ども総

合プラン」、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」に基づく子どもの貧困対策についての計画について

も包含し、本市の子ども・子育て支援に関する総合的な行政計画となります。 

 

 

２．中間見直しの考え方 

 

 子ども・子育て支援法に基づく国の基本指針では、子ども・子育て支援事業計画に定めた教育・保育、及

び地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」やそれに対する「提供体制の確保の内容、その実施時期

（確保方策）」について、中間年を目安に見直しを図るものとされています。 

そのため、計画内容と実績を勘案し、乖離が生じているもの、新たな課題として顕在化してきたものなどに

ついて、今年度必要な中間見直しを行うものです。なお、計画期間である令和２年度以降の、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大に起因した、利用者の利用控えや、事業の中断などが発生し、平常時の実績の想

定が困難であるものも散見されます。 

それらについては、今後の利用ニーズの算出も困難であることから、原則今回の見直しの対象外とし、令

和７年度からを計画期間とする次期事業計画の策定作業において、アフターコロナを見据えたニーズ把握

に努め、対応する施策を検討するものとします。 
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３．教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

 

 子ども・子育て支援法では、市町村は事業ごとに提供区域を設定したうえで、区域ごとに各事業の必要量

を算出し、その必要量に対する提供体制の確保内容、実施時期を確保方策として示さなければならないこ

ととされており、本市では、【表 1】のとおり、各事業の提供区域を設定しています。 

また、必要量の見込みは、市の人口推計を基礎とし、子育て世帯へのニーズ調査や、保育所入所申込み

等の各事業の実績に基づき算出しています。 

 

【表 1】量の見込みと確保方策を定めるべき事業と提供区域 

区分 事業 提供区域数 提供区域 

教育 

保育 

教育（１号認定） １ 全域 

保育（２号・３号認定） ７ 中学校区 

 
 
 
 
 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

延長保育事業 ７ 中学校区 

放課後児童健全育成事業 １６ 小学校区 

地域子育て支援拠点事業（こどもセンター等） ７ 中学校区 

一時預かり事業（幼稚園在園児による利用分） １ 全域 

一時預かり事業（幼稚園在園児以外の利用分） 

（ファミリー・サポート・センター事業（就学前児童対象）） 
７ 中学校区 

利用者支援事業 １ 全域 

子育て短期支援事業（ショートステイ） １ 全域 

乳児家庭全戸訪問事業 １ 全域 

養育支援訪問事業 １ 全域 

病児保育事業 １ 全域 

ファミリー・サポート・センター事業（就学児童対象） １ 全域 

妊婦健康診査事業 １ 全域 

実費徴収に係る補足給付を行う事業 １ 全域 
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（１）本市の人口推計と実績に基づく今後の推移予測について 

 

 子ども・子育て支援事業計画における教育・保育の必要量の見込みの基礎としている市の人口推計は、

平成 31(2019)年 4 月 1 日現在の住民基本台帳人口を基準に、生存率、移動率、出生率などの各条件

を踏まえた「コーホート要因法」という手法を用いています。 

 基準時から３年が経過し、推計と実績の「ずれ」について比較を行ったところ、0歳人口は、令和3年以降、

予測を上回って減少しており、新型コロナウイルス感染症により妊娠、出産を控えていることが一因と考えら

れます。しかし、社会動態（転入・転出）による移動率にもずれが生じていることから、未就学児全体では 0

歳人口のずれ幅ほどには推計値とのずれは生じていません。 

 今回、社会動態による移動率を補正するとともに、妊娠届の件数等から計画期間内の就学前児童数の予

測を【表 2】のとおり行いました。 

 

【表 2】習志野市人口推計と実績及び今後の予測                  （単位：人） 

年齢 
令和元年 

(2019) 

令和 2年 

(2020) 

令和 3年 

(2021) 

令和 4年 

(2022) 

令和 5年 

(2023) 

令和 6年 

(2024) 

0 歳 人口推計 1,381 1,305 1,320 1,289 1,280 1,265 

0 歳 実績・予測 1,381 1,341 1,245 1,196 1,190 1,146 

1 歳 人口推計 1,419 1,382 1,336 1,315 1,282 1,273 

1 歳 実績・予測 1,419 1,374 1,358 1,267 1,223 1,207 

2 歳 人口推計 1,492 1,394 1,373 1,303 1,281 1,252 

2 歳 実績・予測 1,492 1,438 1,393 1,357 1,282 1,229 

3 歳 人口推計 1,578 1,495 1,417 1,366 1,296 1,272 

3 歳 実績・予測 1,578 1,496 1,431 1,393 1,354 1,277 

4 歳 人口推計 1,566 1,575 1,509 1,404 1,355 1,286 

4 歳 実績・予測 1,566 1,599 1,495 1,442 1,404 1,361 

5 歳 人口推計 1,518 1,585 1,615 1,524 1,420 1,372 

5 歳 実績・予測 1,518 1,567 1,591 1,476 1,441 1,398 

合計 人口推計 8,954 8,736 8,570 8,201 7,914 7,720 

合計実績・予測 8,954 8,815 8,513 8,131 7,894 7,618 

※各年齢実績・予測欄の令和 4年までは実績値であり各年 3月末現在住民基本台帳人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料６ 

4 

（２）保育の必要量の見直し 

 

 令和２（2020）年度から令和４（２０２２）年度までの２号３号認定子どもの施設入所申込み等から、保育

意向の実績は【表3】のとおりとなりました。保育需要は見込みを上回って伸び続けており、今後も女性の就

業率の上昇が見込まれる中、更に伸び続けることが予測されます。 

 

【表 3】保育意向の推移                            （単位：人） 

 

 

≪参考≫見直し前の保育の必要量推計 
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 この保育意向の上昇実績を踏まえ令和 5（2023）年度～令和６（2024）年度までの保育意向率の見込

みを再算定し、それを未就学人口予測に乗じて、保育の必要量見込みの見直しを行いました。現在計画し

ている確保量と比較した結果は【表 4】のとおりです。 

計画期間中の保育の確保方策は【表5】のとおりで、保育の必要量は計画時の見込みを上回りますが、計

画時に見込んでいなかった認可外施設の認可化3ヶ所、私立幼稚園のこども園化1 ヶ所があったことによ

り、令和 6（2024）年度には認可外施設を含めることで待機児童が解消されるものと考えています。 

 

【表 4】見直し後の保育の必要量と確保量            ※定員は認可施設のみ（単位：人） 

 

 

≪参考≫見直し前の保育の必要量と確保量 
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【表 5】保育の確保方策（認可施設のみ）                    （単位：人） 

 
※は、計画策定時に見込んでいなかった確保方策 
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（３）教育の必要量の見直し 

 

 教育の意向率は、全体から保育の意向率を除いた割合を用いて見直しを行いました。 

その結果は【表 6】のとおりで、全体的に必要量を満たす十分な施設が整備されています。 

3歳児のみ令和5年度時点で供給不足が生じていますが、これは令和6（2024）年度に解消されます。 

計画期間中の教育の確保方策は【表 7】のとおりです。令和６（２０２４）年度に（仮称）向山こども園と、

計画期間外である令和７（２０２５）年度に（仮称）藤崎こども園の整備を予定していますが、施設整備は

計画どおり実施することとし、受入れ人数については教育需要の減少傾向を踏まえ、長時間、短時間の募

集人数を柔軟に設定することで、教育・保育いずれのニーズにも適切に対応できるよう運用していきます。 

 

【表 6】見直し後の教育の必要量と確保量                    （単位：人） 

 

≪参考≫見直し前の教育の必要量と確保量 

 

 

【表 7】教育の確保方策                             （単位：人） 
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（４）放課後児童健全育成事業の必要量と確保方策の見直し 

 

 令和４（２０２２）年度までの放課後児童会入会申込み実績と、直近の「小・中学校児童・生徒数及び学

級数推計」における児童推計から必要量の見込みを【表 8】のとおり再算定し、対応する計画期間中の確

保方策を【表 9】のとおり見直しを行いました。 

新たに算定した必要量の見込みと、計画策定時に見込んでいなかった児童会室の整備を実施したこと

により、令和４（2022）年度時点の体制で必要量に対応できるため、令和６（2024）年度に予定していた

「つだぬま第四児童会」及び「藤崎第三児童会」の開設を見送ることとしました。なお現状では、これらの

小学校については、令和７（2025）年度以降も大きな児童増加要因はありませんが、今後の状況を注視

していきます。 

 一方、谷津南小学校は、計画策定時よりも多い必要量が見込まれることから、令和６（2024）年度に施

設を新たに整備し、新施設に既存児童会を移転させることで、定員増を図ることとします。 

 また、向山小学校についても、計画策定時より多い必要量が見込まれますが、現在小学校の長寿命化工

事中のため、児童会室を拡大することが困難なため、工事が完了する令和８（2026）年度以降に速やか

に対応できるよう検討を行います。 
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【表 8】放課後児童健全事業の量の見込みと確保量の見直し             （単位：人） 

 

現計画 実績 現計画 実績 現計画 実績 現計画 見直し後 現計画 見直し後

必要量 49 58 55 48 52 59 53 62 54 56

袖ケ浦西 確保方策 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

需給差 51 42 45 52 48 41 47 38 46 44

必要量 135 138 135 120 145 121 155 150 148 153

大久保 確保方策 130 130 130 130 200 208 200 208 200 195

需給差 ▲ 5 ▲ 8 ▲ 5 10 55 87 45 58 52 42

必要量 143 151 150 122 154 144 161 160 144 143

鷺沼 確保方策 138 138 210 212 210 212 210 212 210 212

需給差 ▲ 5 ▲ 13 60 90 56 68 49 52 66 69

必要量 216 235 256 260 288 266 321 288 349 299

谷津 確保方策 260 273 273 273 323 320 373 370 373 370

需給差 44 38 17 13 35 54 52 82 24 71

必要量 58 84 56 57 63 70 62 81 62 88

大久保東 確保方策 98 98 98 98 98 98 98 98 98 98

需給差 40 14 42 41 35 28 36 17 36 10

必要量 117 123 100 102 109 124 102 127 98 124

東習志野 確保方策 150 150 150 150 150 150 150 150 150 150

需給差 33 27 50 48 41 26 48 23 52 26

必要量 79 88 85 96 92 106 83 106 80 106

実花 確保方策 113 113 113 113 113 113 113 113 113 113

需給差 34 25 28 17 21 7 30 7 33 7

必要量 125 143 134 156 137 155 147 157 152 158

津田沼 確保方策 147 147 147 147 147 191 147 191 190 191

需給差 22 4 13 ▲ 9 10 36 0 34 38 33

必要量 62 65 65 67 72 77 79 93 87 101

向山 確保方策 93 93 93 93 93 93 93 93 93 93

需給差 31 28 28 26 21 16 14 0 6 ▲ 8

必要量 37 47 43 33 45 39 44 36 46 40

実籾 確保方策 86 86 86 86 86 86 86 86 86 86

需給差 49 39 43 53 41 47 42 50 40 46

必要量 86 102 94 99 99 90 102 93 108 98

藤崎 確保方策 102 102 102 102 102 102 102 102 152 102

需給差 16 0 8 3 3 12 0 9 44 4

必要量 113 143 120 136 125 167 117 171 120 172

屋敷 確保方策 143 143 143 143 143 186 143 186 143 186

需給差 30 0 23 7 18 19 26 15 23 14

必要量 53 51 48 49 46 54 51 54 47 53

秋津 確保方策 94 94 86 86 86 86 86 86 86 86

需給差 41 43 38 37 40 32 35 32 39 33

必要量 52 69 49 49 45 32 45 33 41 33

袖ケ浦東 確保方策 102 102 102 102 102 70 102 70 102 70

需給差 50 33 53 53 57 38 57 37 61 37

必要量 51 58 59 51 60 38 57 40 57 42

香澄 確保方策 65 65 65 65 65 65 65 65 65 65

需給差 14 7 6 14 5 27 8 25 8 23

必要量 126 129 149 153 183 182 206 217 230 235

谷津南 確保方策 197 219 197 219 197 219 247 269 247 328

需給差 71 90 48 66 14 37 41 52 17 93

必要量 1,502 1,684 1,598 1,598 1,715 1,724 1,785 1,868 1,823 1,901

合計 確保方策 2,018 2,053 2,095 2,119 2,215 2,299 2,315 2,399 2,408 2,445

需給差 516 369 497 521 500 575 530 531 585 544

令和6(2024)年度
小学校 区分

令和2(2020)年度 令和3(2021)年度 令和4(2022)年度 令和5(2023)年度
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【表 9】放課後児童健全事業の確保方策の見直し                 （単位：人） 

 

小学校 児童会 開設時期 現計画 見直し後
見直し後

合計

袖ケ浦西 袖ケ浦西児童会 既設 100 100 100

大久保・大久保第二児童会 既設 130 130

大久保第三児童会（新設） R4.4.1 70

大久保・大久保第二児童会（旧藤崎図書館へ仮移転） R4.5.6 78

大久保・大久保第二児童会（新校舎への移転） R6.9.1 ▲ 106

大久保第三児童会・大久保第四児童会（新設） R6.9.1 93

鷺沼・鷺沼第二児童会 既設 138 138

鷺沼第三児童会 R3.4.1 72 74

谷津・谷津第二・谷津第三・谷津第四児童会 既設 208 208

谷津小学校内（プレイルームの整備） R2.4.1 52 52

谷津小学校（新校舎及び一時校舎への移転） R2.9.1 13 13

谷津第五児童会 R4.4.1 50 47

谷津第六児童会 R5.4.1 50 50

大久保東 大久保東児童会 既設 98 98 98

東習志野 東習志野・東習志野第二・東習志野第三児童会 既設 150 150 150

実花 実花・実花第二児童会 既設 113 113 113

つだぬま第一・つだぬま第二・つだぬま第三児童会 既設 147 147

つだぬま第三児童会（プレイルームの整備） R4.5.1 44

つだぬま第四児童会 R6.4.1 43

向山児童会 既設 48 48

向山第二児童会 R2.4.1 45 45

実籾 実籾児童会 既設 86 86 86

藤崎第一・藤崎第二児童会 既設 102 102

藤崎第三児童会 R6.4.1 50

屋敷第一・屋敷第二児童会 既設 143 100

屋敷第三児童会 R2.4.1 43

屋敷児童会（プレイルームの整備） R4.4.1 43

秋津児童会 既設 94 94

秋津児童会（移転） R3.4.1 ▲ 8 ▲ 8

袖ケ浦東児童会 既設 102 102

袖ケ浦東児童会（移転） R5.1.10 ▲ 32

香澄 香澄児童会 既設 65 65 65

谷津南・谷津南第二児童会 既設 83 103

谷津南第二児童会（移転）・谷津南第三児童会 R2.4.1 114 116

谷津南第四児童会（仮設） R5.4.1 50 50

谷津南第四児童会・谷津南児童会（移転） R6.4.1 59

2,445見直し後の計画期間中の確保方策合計

70袖ケ浦東

328谷津南

102

186

86

藤崎

向山

秋津

屋敷

谷津 370

191津田沼

93

195

鷺沼

大久保

212
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（５）その他、地域子ども・子育て支援事業の必要量と確保方策の見直し 

 

①延長保育事業 

 ⇒現状全ての保育所・こども園・小規模保育事業で実施できていることから、見直しは行いません。 

 

②地域子育て支援拠点事業（こどもセンター等） 

  ⇒新型コロナウイルス感染症の影響で、平常時の実績把握ができないため、見直しは行いません。 

 

③一時預かり事業（幼稚園在園児による利用分） 

  ⇒全ての市立、私立幼稚園、こども園で実施していることから、見直しは行いません。 

 

④一時預かり事業（幼稚園在園児以外の利用分） 

（ファミリー・サポート・センター事業（就学前児童対象）） 

  ⇒新型コロナウイルス感染症の影響で、平常時の実績把握ができないため、見直しは行いません。 

 

⑤利用者支援事業 

  ⇒計画期間外の令和７（２０２５）年度に、（仮称）藤崎こども園こどもセンターを整備することで、 

全ての中学校区に１か所の設置が可能なことから、見直しは行いません。 

 

⑥子育て短期支援事業（ショートステイ） 

  ⇒新型コロナウイルス感染症の影響で、平常時の実績把握ができないため、見直しは行いません。 

 

⑦乳児家庭全戸訪問事業 

  ⇒現状の実施体制で全て実施できていることから、見直しは行いません。 

 

⑧養育支援訪問事業 

  ⇒計画時に見込んだ必要量（訪問者数）と実績に大きな乖離はないことから、見直しは行いません。 

 

⑨病児保育事業 

  ⇒新型コロナウイルス感染症の影響で、平常時の実績把握ができないため、見直しは行いません。 

 

⑩ファミリー・サポート・センター事業（就学児童対象） 

  ⇒新型コロナウイルス感染症の影響で、平常時の実績把握ができないため、見直しは行いません。 

 

⑪妊婦健康診査事業 

  ⇒現状の実施体制で全て実施できていることから、見直しは行いません。 

 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

  ⇒現状において対象となる子ども全てに実施できていることから、見直しは行いません。 
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４．基本施策の見直し 

 

 令和２（２０２０）年度以降の事業拡大等について、基本施策に反映させるとともに、新たに顕在化してき

た問題に対応する施策を追加します。 

 

１ 子どもが、自分の未来を見つめてたくましく生きていく力を育む 

（１－２）子どもが健康でたくましく成長できる教育・保育環境の充実 

①保育・学校教育環境などの整備 

 

〇学校運営協議会の設置（充実・拡大） 

事業名 事業の概要（現計画） 事業の概要（見直し後） 担当課 

5 開かれた学校

づくりの推進 

◆開かれた学校づくりを推進

するために、学校評議員制度

を市立小学校 15校、市立中学

校 7 校、市立高等学校 1 校に

導入しています。 

また、市立小学校 1 校では、

学校運営協議会を設置してい

ます。 

◆現在、学校評議員制度を市

立小学校 15 校、市立中学校 7

校、市立高等学校 1 校に導入

し、市立小学校 1 校に学校運

営協議会を設置しています。 

令和 5 年度より、すべての市

立小・中・高等学校（全 24 校）

で、学校評議員制度から学校

運営協議会へ移行し、地域と

ともに開かれた学校づくりを

推進します。 

指導課 

市立小学校 

市立中学校 

市立高等学校 

 

２ 家庭が、喜びや生きがいを感じながら子育てできる力を持つ 

（２－１）安心して妊娠・出産・育児ができる一貫した支援の充実 

 ①親と子どもの健康支援の充実 

 

◎妊娠時から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援と経済的支援の実施（新規） 

事業名 事業の概要（現計画） 事業の概要（見直し後） 担当課 

39 健やかな子を

産み育てる体制

の充実 

◆妊娠・出産・子育て期の切れ

目ない支援体制を継続し、思

春期保健を含めた親と子の健

康づくりを推進します。 

◆令和 5 年度より、出産・子

育て応援事業として、妊産婦

への伴走型相談支援と経済的

支援を一体的に実施し、妊娠・

出産・子育て期の切れ目ない

支援体制を強化します。 

◆健やかな子を産み育てるた

めの思春期保健を含めた親と

子の健康づくりを推進しま

す。 

健康支援課 
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（２－２）全ての家庭が安心して子育てができる環境の充実 

 ③子育て家庭の経済的負担の軽減 

 

〇子どもの医療費等助成拡充の検討（充実・拡大） 

事業名 事業の概要（現計画） 事業の概要（見直し後） 担当課 

61 子どもの医療

費などの助成 

◆0歳から 15歳に達する日以

後、最初の 3月 31 日まで（中

学校修了前）の子どもの保険

診療による医療費などの一部

または全部を助成します。 

◆0歳から 15歳に達する日以

後、最初の 3月 31 日まで（中

学校修了前）の子どもの保険

診療による医療費などの一部

または全部を助成します。 

また、更なる子育て支援を図

るため、助成の拡充を検討し

ます。 

子育て支援課 

 

 ⑤特に支援が必要な子どもに対する支援体制の充実 

 

◎子育て世帯訪問支援事業の実施検討（新規） 

事業名 事業の概要（現計画） 事業の概要（見直し後） 担当課 

◎子育て世帯訪

問支援事業の実

施検討 

（追加） ◆ヤングケアラー等の把握を

促進するとともに、その家庭

を訪問して家事・育児等の支

援を実施する訪問支援事業の

実施など、対象世帯の不安や

負担を軽減するための方策を

検討します。 

子育て支援課 

 

〇学習・生活支援の充実（充実・拡大） 

事業名 事業の概要（現計画） 事業の概要（見直し後） 担当課 

78 子どもの学

習・生活支援事

業 

◆生活保護世帯や生活困窮世

帯の中学生を対象に学習支援

を行い、高校進学率の向上を

図ります。また、学習支援のみ

ならず生活習慣・育成環境の

改善に関する支援も強化しま

す。 

◆生活保護世帯や生活困窮世

帯の中学生を対象に学習支援

を行い、高校進学率の向上を

図ります。また、学習支援のみ

ならず生活習慣・育成環境の

改善に関する支援も強化しま

す。 

令和 3 年度からは、高校生に

も専任の講師を配置し、高校

進学後も継続した支援を行い

ます。 

生活相談課 
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３ 地域社会が、子どもや家族・家庭をやさしく見守り支える力を持つ 

（３－２）地域における多様なネットワークの活用と充実 

 ①世代間交流の推進 

 

〇地域学校協働本部の設置（充実・拡大） 

事業名 事業の概要（現計画） 事業の概要（見直し後） 担当課 

98 地域交流事業

の充実 

◆学校支援ボランティア等の

地域の人材や教材などの授業

への活用と地域との交流を推

進します。 

◆学校支援ボランティア等の

地域の人材や教材などの授業

への活用と地域との交流を推

進しています。 

令和 5 年度より、市立小・中

学校に地域学校協働本部を設

置し、学校支援ボランティア

制度から移行します。学校を

核とする地域づくりの視点か

ら、地域学校協働活動推進員

を中心に学校と地域との交流

を推進します。 

小学校 

中学校 

社会教育課 

 


